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燃料デブリ取り出しの進め方
（2号機）

13東京電力HD 福島第一原子力発電所燃料デブリ等の取出し～保管について（2020/7/2）



燃料デブリの調査状況
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福島県 廃炉安全確保県民会議（2024/1/30）
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1号機

廃炉・汚染水・処理水対策チーム会合／事務局会議（2022/2/24）



17

1号機

福島県 廃炉安全確保県民会議（2023/9/5）



18廃炉・汚染水・処理水対策チーム会合／事務局会議（2019/2/28）
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19廃炉・汚染水・処理水対策チーム会合／事務局会議（2017/7/27）
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20廃炉・汚染水・処理水対策チーム会合／事務局会議（2018/4/26）
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現場の整備状況
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廃棄物保管管理状況
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27廃炉・汚染水・処理水対策チーム会合／事務局会議（2023/11/30）



28廃炉・汚染水・処理水対策チーム会合／事務局会議（2023/2/22）



原子炉建屋周辺状況
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Satellite Image (C)[2022] Maxar Technologies. 無断転載・複製禁止 東京電力ホールディングス株式会社



工法の検討状況
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工法検討の際の留意点

31NDF 東京電力ホールディングス(株)福島第一原子力発電所の廃炉のための
技術戦略プラン2023 概要版（2023/1018）より抜粋

• 通常炉とは異なる特殊な環境であることも踏まえ、安全の確保については、要求事項を適切
に設定して工法を検討することが重要である。

• 燃料デブリの位置・量・性状等の現場情報が重要であり、これまでの内部調査、解析評価、
過去の知見等を基に総合的に分析・評価し、工法検討に必要な情報を推定している。今後も
このような取組を継続し、内部調査等で新たに得られる成果を適宜、工法検討のための情報
に反映していくことにより工法検討の精度を向上させるべきである。

• 工法の検討では、複数の道筋を検討した上で、その後得られる内部調査等の現場情報、技術
検討等の進捗に応じ、道筋の組合せや絞り込みを行うことが重要である。また、複数の道筋
を検討する上では、準備工事から燃料デブリ取り出し完了までの各プロセスに潜むリスクの
管理が必要であり、常にリスクレベル及びリスクへの対応策を確認しながら、燃料デブリ取
り出しシナリオを策定する必要がある。

• 作業、装置及び施設が大規模化し、工事範囲が広域化することから、工法に係る要求事項に
加え、発電所全体を見据えた要求事項（敷地利用面積、既存設備との取り合い、地下水対策、
廃棄物対策等）をより明確に設定して進めるべきである。

• 課題等の見落としを防ぐため、工事シーケンスの各作業に対し、技術成立性に大きく影響す
る可能性のある課題を網羅的に抽出すべきである。抽出された課題は、現場適用性、技術成
立性の視点で対応できることを確認しておく必要がある。

• 工法を評価する際は、５つの視点(安全、確実、合理的、迅速、現場指向)に基づき、現場適用
性、技術成立性を確認する評価に加え、事業継続性に係る評価も判断指標とする必要がある。
また、工法検討の初期段階から評価に用いる判断基準を明確にすべきである。



リスク低減における基本的考
え方

32NDF 東京電力ホールディングス(株)福島第一原子力発電所の廃炉のための
技術戦略プラン2023 概要版（2023/1018）より抜粋
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気中工法の課題
要因 課題

要因①
PCV・RPV内が極めて
高線量

PCV・RPV 内での全ての作業が遠隔操作装置を用いた作業となることが課題。想定も含め必要になる作業
を特定した上で、遠隔操作装置の機能、構造、安全要件を設定すべきである。

要因②
原子炉建屋内が高線
量

建屋内作業は一部人手作業が可能であるものの、その場合は環境改善とともに被ばく管理が課題。線量低
減が困難な場合は遠隔操作装置を用いた作業となるため、要因①と同様な対応が必要である。

要因③
現場情報の不足

現場の調査結果が限られているため、現場情報の不確かさを前提とした工法を検討することが課題。その
ため、PCV 内部調査による現場情報取得を進めるとともに、それでも現場状況が特定できない場合は、柔
軟に対応できるような遠隔操作装置、作業手順等を検討する必要がある。

要因④
閉じ込め障壁構築

上アクセス用構台の耐震成立性と既設構造物との取り合い部の気密性が課題。対応策として耐震条件の妥
当性評価及び上部荷重を減らす方策の検討や気密性を確保する構造等の検討が必要である。また、既設構
造物を閉じ込め障壁として活用するため、事故による損傷及び経年劣化を考慮した気密性、耐震性も課題。
今後の⾧期使用に鑑み、損傷状況や劣化・腐食状況等を監視・調査・評価し、これらを考慮した耐震性、
構造健全性等を継続的に確認していく必要がある。

要因⑤
臨界管理

現場に適した臨界管理の具体化が課題。設計面の対応策としては、複数の監視手段の活用、加工作業の制
限等の設定、中性子吸収材を投入できる設備の設置を検討する。他方、運用面の対応策としては、状態変
化量を把握し、臨界近接を検知した場合には、作業停止、中性子吸収材投入及び作業再開判断によって臨
界を防止する。

要因⑥
廃棄物管理

新規構造物の建設に干渉するエリアの建屋解体物や掘削された土壌等の膨大な廃棄物量の扱いが課題。発
電所敷地内の廃棄物全体の保管計画を立て、発生する廃棄物を保管できることを確認しておくべきである。
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冠水工法の課題
要因 課題

要因①
PCV・RPV内が極めて
高線量

冠水させた水の遮へい効果により船殻構造体内で取り出し作業を行う中間架台上には人が近付くことが可
能であるが、PCV・RPV 内の作業については、全て遠隔作業となるため、気中工法（RPV 注水）案と同様な
対応が必要である。

要因②
原子炉建屋内が高線
量

船殻構造体設置前に行うRPV 注水設備の配置変更などの準備作業の一部では、原子炉建屋内での作業が必
要となるため、気中工法（RPV 注水）案と同様な対応が必要である。

要因③
現場情報の不足

船殻構造体の構築のための仮設構造物設置に関し、原子炉建屋周辺土壌が汚染している可能性を完全には
排除できないことが課題。掘削土壌（地下水を含む）が汚染している前提での工事成立性を検討する必要
がある。

要因④
閉じ込め障壁構築

現場情報の不確かさを前提とした工法検討に加え、特に船殻構造体底部はシールドトンネル内の空間に横
アクセスのみで組み立てることが課題。溶接施工、検査方法の実現性について確認する必要がある。また、
汚染した保有水を万一にも３層の閉じ込め障壁を持つ船殻構造体の外部に漏えいさせないことが課題。閉
じ込め障壁間へ漏えいした水を検知し、その後の復旧対策を検討しておく必要がある。なお、施工時及び
地震時における仮設構造物、周辺地盤及び船殻構造体の健全性については、水圧（内部水、地下水）、土
圧、地震荷重等を考慮した有限要素法による解析・評価で成立性の見込みを確認している。

要因⑤
臨界管理

気中工法（RPV 注水）案と同様の課題がある。加えて、万一の臨界に備えた対応策として常時ホウ酸水環
境とする場合には、ホウ素濃度の維持管理やホウ酸の供給管理等が課題となる。

要因⑥
廃棄物管理

船殻構造体の建設のため、ヤード整備に干渉する建屋解体物や掘削された土壌等の廃棄物量が膨大となる
ことから、気中工法（RPV 注水）案と同様な対応が必要である。
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充填固化工法の課題
要因 課題

要因①
PCV・RPV内が極めて
高線量

掘削した燃料デブリ等は水との混合状態で回収されることになるため、その際の外部への漏えい防止が課
題。万一の漏えいに備えた検知方法や汚染拡大防止策、汚染後の復旧方法の検討が必要である。

要因②
原子炉建屋内が高線
量

ペデスタル内底部に充填材を注入する際は、横アクセスで実施することになると考えられるため、充填
ホースの敷設方法の検討が課題。過去の２号機PCV 内部調査の実施例を参考に検討することになると見込
まれる。

要因③
現場情報の不足

充填材を注入することによって、掘削性を確保できる充填状態にすることが課題。様々な状況を想定して
も適切に充填できる充填材の選定並びに手順の検討が必要であり、充填材に要求される機能を明確にした
上で開発を進めるべきである。また、燃料デブリを充填材で覆うため、崩壊熱の除熱も要否を含め課題。
崩壊熱の除熱が阻害される可能性についても検討しておかなければならない。

要因④
閉じ込め障壁構築

原子炉建屋及びオペレーティングフロア（以下「オペフロ」という）上に設置するセルの耐震成立性や、
気密性を確保することが課題。対応策としてオペフロに設置する機器類を具体化させた上で耐震評価を実
施するとともに、気密性を確保する構造等を検討すべきである。なお、要求される遮へい機能は気中工法
（RPV 注水）案よりも軽減されることが見込まれる。一方、原子炉建屋、PCV 等の既設構造物を閉じ込め
障壁として活用するため、気中工法（RPV 注水）案と同様な対応が必要であるが、充填材を期待どおりに
充填できれば、経年劣化等の影響を緩和できると見込まれる。

要因⑤
臨界管理

気中工法（RPV 注水）案と同様の課題がある。本オプション固有の対策として、例えば、燃料デブリ回収
ラインを臨界しない寸法に制限すること、中性子吸収材を充填材にあらかじめ添加することなどが想定さ
れる。

要因⑥
廃棄物管理

大量に使用する充填材を全て放射性廃棄物として扱わなければならないことが課題。このため、充填範囲
の縮小化を検討することや、発電所敷地内の廃棄物全体の保管計画を立て、発生する廃棄物を保管できる
ことを確認しておくべきである。また、燃料デブリ近傍部から回収した掘削粉は燃料デブリ、構造物及び
充填材が混合しているため、燃料デブリと廃棄物の仕分け方法も検討しておくべきである。
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【参考】
燃料デブリ等の状況
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燃料デブリ分布の推定

47NDF 東京電力ホールディングス(株)福島第一原子力発電所の廃炉のための
技術戦略プラン2023（2023/1018）より抜粋



アクセスルート及び周囲の構
造物の状況

48NDF 東京電力ホールディングス(株)福島第一原子力発電所の廃炉のための
技術戦略プラン2023（2023/1018）より抜粋



【参考】
2号機試験的取り出し
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